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平成23年度
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全会計を対象とした実質赤字額（公営企業

会計は資金不足額）の標準財政規模に対す

る比率

―
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一般会計等が負担する元利償還金及び準
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の規模）に対する比率（-6.03％）
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１．平成２４年度健全化判断比率について 

平成 24年度決算に基づき健全化判断比率を算定した結果、全ての指標が早期健全化基準を
下回りました。 

 

※赤字額がないため、実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」と表示しています。なお、（ ）内の数値は黒字比率を表
示しています。 

健 全 化 判 断 比 率 の 算 定 対 象 範 囲 

●一般会計●住宅資金貸付事業   

●墓苑事業●建設残土処分事業 

●国民健康保険事業●介護サービス事業 

●後期高齢者医療 

●農業集落排水事業●浄化槽整備事業
●公共下水道事業 

【地方公営企業】 

●水道事業●病院事業 

●在宅生活支援事業 

●西部広域行政管理組合●南部箕蚊屋広域連合 

●鳥取県町村職員退職手当組合●南部町・伯耆町
清掃施設管理組合●鳥取県町村消防災害補償組合 

●鳥取県後期高齢者医療広域連合 
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【標準財政規模】４，４２３，６８３千円 

【公営企業会計】 

一 般 会 計 等 

公 営 事 業 会 計 

一 部 事 務 組 合 

●（財）南部町地域振興会●（株）緑水園●南部・伯耆地

域振興（株）●（財）南部町農村振興公社●（一財）南部
町農村振興公社●南部町土地開発公社●鳥取県信用
保証協会 



 

 

 

 

 

 

24,973千円

39,572千円

13,280千円

事業規模

平成23年度

農業集落排水事業 69,513千円―

499千円

707千円

― 24,128千円

720千円75,541千円

583千円―

公共下水道事業 73,596千円―

病院事業 ―

84,492千円

470,256千円

10,565千円

868千円

18,431千円浄化槽整備事業

173,905千円

在宅生活支援事業

平成24年度

68,754千円

170,121千円

1,885,409千円

会　計　名 資金不足比率

―水道事業

380,407千円

18,395千円 555千円

2,007,980千円

平成24年度

資金剰余額

平成23年度

 

２．平成２４年度資金不足比率について 

平成 24 年度決算に基づき資金不足比率を算定した結果、全ての会計が経営健全化基準
（20.0％以上）を下回りました。 

 

※資金不足比率：各公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対する比率 
 

事業規模：各公営企業会計の独自の収益 （例）上水道事業＝水道料金収入 

 

平成１９年６月に、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布され、地方公共団体は毎
年度、健全化判断比率及び資金不足比率を監査委員の審査に付した上で議会に報告するとともに、
住民に対し公表することが義務付けられました。                    

各地方公共団体は、健全化判断比率により「健全段階」「早期健全化段階」「財政再生段階」の３つ
の段階に区分され、早期健全化段階や財政再生段階になった場合には、それぞれの計画に従って
財政健全化を図ることとなります。また、地方公営企業についても経営健全化の計画を策定し、おお
むね早期健全化に準じた方法で健全化を図ることになります。 

なお、指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成２０年度
決算から適用となっています。 

【参考】 地方公共団体の財政健全化に関する法律の概要 

平成２４年度健全化判断比率の主な改善要因について 

平成２４年度は、平成２３年度と比較して実質公債費比率△1.4％、将来負担比率△35.4％となり、
前年度に引き続き数値が改善されました。これは、借金である地方債の発行を返済金の範囲内で借り
入れたり、平成１９年度以降、高利率で借り入れた地方債の繰上償還を行ってきたことにより地方債残
高が年々減少したことや、普通交付税に算入される有利な地方債以外は発行しない方策を行ってき
たためです。 

 

 


